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バランスシートによる財政分析 
 

１ 経年比較（別紙バランスシート比較表参照） 

（１）資産の部 

   資産合計は、平成１７年度と比較して１３億円増加しました。財政調整基金の取崩しによ

る減少、歳計現金（＝繰越金）の減少にもかかわらず資産合計が増加したのは、特定目的基

金である地域振興基金を１９億円積み増ししたことによるものです。 

   この結果、人口１人当たりの資産合計も６９千円増加し、１,８９６千円となっています。 

 

（２）負債の部 

   負債合計は、平成１７年度と比較して１２億円増加しました。地方債の増加がその要因で

すが、これは地域振興基金積み増しの財源として合併特例債を１８億円発行したことによる

ものです。 

   この結果、人口１人当たりの負債合計も４５千円増加し、８３２千円となっています。 

 

（３）正味資産の部 

   正味資産合計は、資産合計の増加に伴って１億円増加しました。 

   この結果、人口１人当たりの正味資産合計も２４千円増加し、１,０６４千円となっていま

す。 

 

２ 有形固定資産の行政目的別割合                    単位：千円、％ 

平成１７年度末 平成１８年度末 
区   分 

金   額 構成比 金   額 構成比 

総務費 ６,３１２,９４１ ９.４ ６,３０７,３７４ ９.４ 

民生費 ７,００８,２４９ １０.４ ７,０５１,５１７ １０.５ 

衛生費 ４,５２８,７９５ ６.７ ４,２９１,３７６ ６.４ 

労働費 ３１０,１３４ ０.４ ３０５,１０４ ０.４ 

農林水産業費 ８,９３２,７１４ １３.３ ８,７４３,１３９ １３.０ 

商工費 ３,１３３,９９７ ４.６ ２,９６０,６４１ ４.４ 

土木費 １５,２６８,６５６ ２２.７ １５,０７８,６２０ ２２.５ 

消防費 ６０５,６７２ ０.９ ５５１,９９９ ０.８ 

教育費 １９,９８１,６８２ ２９.７ ２０,６０４,７８５ ３０.７ 

その他 １,２６９,６８２ １.９ １,２６２,７５５ １.９ 

合   計 ６７,３５２,５２２ １００.０ ６７,１５７,３１０ １００.０ 
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  平成１８年度末の有形固定資産を目的別構成比順にみると    

  ・教育費      ３０．７％   小・中学校、公民館、体育館などの整備 

・土木費      ２２．５％   道路、橋、公園、市営住宅などの整備 

 となっており、この２つの項目で５割を超えています。 

  合計値を始め数値が減少している項目がありますが、これは、平成１８年度における資産の

増加よりも、減価償却による資産の減少の方が大きいためです。 

 

３ 予算額対資産比率                          単位：千円、年   

区     分 平成１７年度末 平成１８年度末 

歳入合計           （a） ２３,６１３,３５８ ２４,１３５,１１６ 

資産合計           （b） ７３,７７６,５４０ ７５,０９１,７８７ 

予算額対資産比率    （b）/（a） ３.１２ ３.１１ 

  ※歳入合計は、決算統計の歳入決算額です。 

  予算額対資産比率は、資産の形成に何年分の歳入が充当されたかを見ることで社会資本整備

の状況を知ることができる指標です。この比率（年数）が高いほど社会資本の整備が進んでい

ると考えられます。 

 

４ 社会資本形成の世代間負担比率                    単位：千円、％ 

区     分 平成１７年度末 平成１８年度末 

有形固定資産合計       （a） ６７,３５２,５２２ ６７,１５７,３１０ 

正味資産合計         （b） ４１,９８７,１７６ ４２,１３５,０５３ 

これまでの世代による社会資本 

負担比率         （b）/（a） 
６２.３ ６２.７ 

  社会資本形成の世代間負担比率は、社会資本整備のうちこれまでの世代によって負担した割

合を示しています。この比率が高いほど将来への負担が少ないことになります。 


